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奥村組土木興業株式会社

 当社では個人情報保護の重要性を認識し、以下の通り、安全管理措置を実施し、個人情報の保護に努めてま
いりますので、ご理解・ご協力をいただきますようお願い申し上げます。

■組織的安全管理措置
【組織体制の整備】

・個人情報保護管理体制を設け、個人情報保護管理者を任命の上、責任を明確にします。
 また、個人データの取扱いに係る規律違反や、漏えい等の事実又は兆候を把握した際に、
 個人情報保護管理者へ報告する連絡体制を確立します。

【個人データの取扱いに係る規律に従った運用】
・個人情報データベースなどを情報システムで取り扱う場合、従業者の情報システムの利
 用状況(ログイン実績、アクセスログ等）を確認できる運用形態を設けます。

【取扱状況を確認する手段の整備】
・個人情報保護管理体制の中で、責任部門、作業責任者を明確にします。
・個人データの取り扱いは、アクセス権を有するものに限定します。

【漏えい等の事案に対応する体制】
・個人情報保護管理者が、事実関係の調査及び原因の究明に対応します。
・影響を受ける可能性のある方へ通知します。
・状況に応じて、個人情報保護委員会へ速報、確報を行います。
・再発防止策を検討し、実施します。

【取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し】
・社内における個人情報の管理が適正に実施されているかについて、監査責任者を任命
 の上、監査計画を作成し、定期的に監査を実施します。

■人的安全管理措置
【従業者の教育】

・個人データの取扱いに関する留意事項について、従業者に定期的な研修を行います。
・入社書類の誓約書の中で秘密保持に関する事項を設けます。

個人情報保護に係る安全管理措置



■物理的安全管理措置
【個人データを取り扱う区域の管理】

・個人情報を常時、取り扱う部署においては、原則、他部署とフロアを分ける、又は
 座席配置を分ける等の取組を行います。

【機器及び電子媒体等の盗難防止】
・会社で使用しているノートパソコンは、施錠できるキャビネット等に保管します。

【電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等防止】
・ノートパソコンの持ち運びにおける、セキュリティ対策については、OS(オペレー
 ティングシステム)へのログイン制限の他、ディスク自体へのアクセスを制御する
 ドライブロックを設けています。

【個人データの削除及び機器、電子媒体等の廃棄】
・パソコン等、記録媒体の廃棄の際には、専門の事業者にデータ消去を依頼し、消去
 証明書を受領します。

■技術的安全管理措置
【アクセス制御】

・個人情報データベース等を取り扱うことのできる情報システムを限定します。
・ユーザIDに付与するアクセス権により、個人情報データベース等を取り扱う情報
 システムを使用できる従業者を限定します。

【アクセス者の識別と認証】
・情報システムを使用する従業者は、ユーザID、パスワードにおいて識別します。

 


